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第
十
二
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
譲
渡
差
額
を
損
益
計
算
上
の
損
益
に
計
上
し
な
い
譲

渡
取
引
）

第
十
二
条
の
二

外
務
大
臣
は
、
基
金
が
通
則
法
第
四
十

六
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
行
う
不
要
財
産

の
譲
渡
取
引
に
つ
い
て
そ
の
譲
渡
差
額
を
損
益
計
算
上

の
損
益
に
計
上
し
な
い
こ
と
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場

合
に
は
、当
該
譲
渡
取
引
を
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
対
応
す
る
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
資
産
除
去

債
務
に
係
る
除
去
費
用
等
）

第
十
二
条
の
三

外
務
大
臣
は
、
基
金
が
業
務
の
た
め
保

有
し
又
は
取
得
し
よ
う
と
し
て
い
る
有
形
固
定
資
産
に

係
る
資
産
除
去
債
務
に
対
応
す
る
除
去
費
用
に
係
る
費

用
配
分
額
及
び
時
の
経
過
に
よ
る
資
産
除
去
債
務
の
調

整
額
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
除
去
費
用
等
」
と
い

う
。）に
つ
い
て
そ
の
除
去
費
用
等
に
対
応
す
べ
き
収
益

の
獲
得
が
予
定
さ
れ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
当
該
除
去
費
用
等
を
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
十
三
条
の
見
出
し
を「（
通
則
法
第
四
十
八
条
第
一
項

に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
）」に
改

め
、
第
十
三
条
中
「
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
」

を
「
不
要
財
産
以
外
の
重
要
な
財
産
で
あ
っ
て
主
務
省
令

で
定
め
る
も
の
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
二
年
十
一
月
二
十
七
日
か
ら

施
行
す
る
。

第
十
三
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
譲
渡
差
額
を
損
益
計
算
上
の
損
益
に
計
上
し
な
い
譲

渡
取
引
）

第
十
三
条
の
二

主
務
大
臣
は
、
機
構
が
通
則
法
第
四
十

六
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
行
う
不
要
財
産

の
譲
渡
取
引
に
つ
い
て
そ
の
譲
渡
差
額
を
損
益
計
算
上

の
損
益
に
計
上
し
な
い
こ
と
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場

合
に
は
、当
該
譲
渡
取
引
を
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
対
応
す
る
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
資
産
除
去

債
務
に
係
る
除
去
費
用
等
）

第
十
三
条
の
三

主
務
大
臣
は
、
機
構
が
業
務
の
た
め
保

有
し
又
は
取
得
し
よ
う
と
し
て
い
る
有
形
固
定
資
産
に

係
る
資
産
除
去
債
務
に
対
応
す
る
除
去
費
用
に
係
る
費

用
配
分
額
及
び
時
の
経
過
に
よ
る
資
産
除
去
債
務
の
調

整
額
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
除
去
費
用
等
」
と
い

う
。）に
つ
い
て
そ
の
除
去
費
用
等
に
対
応
す
べ
き
収
益

の
獲
得
が
予
定
さ
れ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
当
該
除
去
費
用
等
を
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
十
四
条
の
見
出
し
を「（
通
則
法
第
四
十
八
条
第
一
項

に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
）」に
改

め
、
第
十
四
条
中
「
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
」

を
「
不
要
財
産
以
外
の
重
要
な
財
産
で
あ
っ
て
主
務
省
令

で
定
め
る
も
の
」
に
改
め
る
。

第
十
五
条
の
見
出
し
を
「
通
則
法
第
四
十
八
条
第
一
項

に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
の
処
分
等

の
認
可
の
申
請
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
二
年
十
一
月
二
十
七
日
か
ら

施
行
す
る
。

〇
外
務
省
令
第
十
一
号

独
立
行
政
法
人
通
則
法（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）

を
実
施
す
る
た
め
、
独
立
行
政
法
人
国
際
交
流
基
金
に
関

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。平

成
二
十
二
年
十
一
月
二
十
六
日

外
務
大
臣

前
原

誠
司

独
立
行
政
法
人
国
際
交
流
基
金
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

独
立
行
政
法
人
国
際
交
流
基
金
に
関
す
る
省
令
（
平
成

十
五
年
外
務
省
令
第
二
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

第
一
条
本
文
中
「
独
立
行
政
法
人
国
際
交
流
基
金
（
以

下
「
基
金
」
と
い
う
。）」
を
「
基
金
」
に
、「
独
立
行
政
法

人
通
則
法
（
以
下
「
通
則
法
」
と
い
う
。）」
を「
通
則
法
」

に
改
め
、
同
条
を
第
一
条
の
二
と
し
、
第
一
条
と
し
て
次

の
一
条
を
加
え
る
。

（
通
則
法
第
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定

め
る
重
要
な
財
産
）

第
一
条

独
立
行
政
法
人
国
際
交
流
基
金
（
以
下「
基
金
」

と
い
う
。）に
係
る
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
以
下
「
通

則
法
」
と
い
う
。）第
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
主
務
省

令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
は
、
そ
の
保
有
す
る
財
産
で

あ
っ
て
、
そ
の
通
則
法
第
四
十
六
条
の
二
第
一
項
又
は

第
二
項
の
認
可
に
係
る
申
請
の
日
（
各
項
た
だ
し
書
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
財
産
の
処
分
に
関
す
る
計
画

を
定
め
た
通
則
法
第
三
十
条
第
一
項
の
中
期
計
画
の
認

可
に
係
る
申
請
の
日
）
に
お
け
る
帳
簿
価
額
（
現
金
及

び
預
金
に
あ
っ
て
は
、
申
請
の
日
に
お
け
る
そ
の
額
）

が
五
十
万
円
以
上
の
も
の
（
そ
の
性
質
上
通
則
法
第
四

十
六
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
処
分
す
る
こ
と
が
不
適
当

な
も
の
を
除
く
。）そ
の
他
外
務
大
臣
が
定
め
る
財
産
と

す
る
。

〇
外
務
省

財
務
省
令
第
一
号

独
立
行
政
法
人
通
則
法（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）

を
実
施
す
る
た
め
、
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
の
業

務
運
営
並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
十
一
月
二
十
六
日

外
務
大
臣

前
原

誠
司

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
の
業
務
運
営
並
び

に
財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
の
業
務
運
営
並
び
に
財

務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
五
年
外
務
省
令
第

二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
本
文
中
「
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
（
以

下
「
機
構
」
と
い
う
。）」
を
「
機
構
」
に
、「
独
立
行
政
法

人
通
則
法
（
以
下
「
通
則
法
」
と
い
う
。）」
を「
通
則
法
」

に
改
め
、
同
条
を
第
一
条
の
二
と
し
、
第
一
条
と
し
て
次

の
一
条
を
加
え
る
。

（
通
則
法
第
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定

め
る
重
要
な
財
産
）

第
一
条

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
（
以
下「
機
構
」

と
い
う
。）に
係
る
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
以
下
「
通

則
法
」
と
い
う
。）第
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
主
務
省

令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
は
、
そ
の
保
有
す
る
財
産
で

あ
っ
て
、
そ
の
通
則
法
第
四
十
六
条
の
二
第
一
項
又
は

第
二
項
の
認
可
に
係
る
申
請
の
日
（
各
項
た
だ
し
書
の

場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
財
産
の
処
分
に
関
す
る
計
画

を
定
め
た
通
則
法
第
三
十
条
第
一
項
の
中
期
計
画
の
認

可
に
係
る
申
請
の
日
）
に
お
け
る
帳
簿
価
額
（
現
金
及

び
預
金
に
あ
っ
て
は
、
申
請
の
日
に
お
け
る
そ
の
額
）

が
五
十
万
円
以
上
の
も
の
（
そ
の
性
質
上
通
則
法
第
四

十
六
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
処
分
す
る
こ
と
が
不
適
当

な
も
の
を
除
く
。）そ
の
他
主
務
大
臣
が
定
め
る
財
産
と

す
る
。

第
三
条
中
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
同
条
第
三
号
の
次

に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四

中
期
目
標
を
超
え
る
債
務
負
担

〇
財
務
省
令
第
五
十
五
号

独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平

成
二
十
二
年
法
律
第
三
十
七
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
独
立

行
政
法
人
酒
類
総
合
研
究
所
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
十
一
月
二
十
六
日

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

独
立
行
政
法
人
酒
類
総
合
研
究
所
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

独
立
行
政
法
人
酒
類
総
合
研
究
所
に
関
す
る
省
令
（
平

成
十
三
年
財
務
省
令
第
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
八
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
譲
渡
差
額
を
損
益
計
算
上
の
損
益
に
計
上
し
な
い
譲

渡
取
引
）

第
八
条
の
二

財
務
大
臣
は
、
研
究
所
が
通
則
法
第
四
十

六
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
行
う
不
要
財
産

の
譲
渡
取
引
に
つ
い
て
そ
の
譲
渡
差
額
を
損
益
計
算
上

の
損
益
に
計
上
し
な
い
こ
と
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場

合
に
は
、当
該
譲
渡
取
引
を
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
対
応
す
る
収
益
の
獲
得
が
予
定
さ
れ
な
い
資
産
除
去

債
務
に
係
る
除
去
費
用
等
）

第
八
条
の
三

財
務
大
臣
は
、
研
究
所
が
業
務
の
た
め
保

有
し
又
は
取
得
し
よ
う
と
し
て
い
る
有
形
固
定
資
産
に

係
る
資
産
除
去
債
務
に
対
応
す
る
除
去
費
用
に
係
る
費

用
配
分
額
及
び
時
の
経
過
に
よ
る
資
産
除
去
債
務
の
調

整
額
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
除
去
費
用
等
」
と
い

う
。）に
つ
い
て
そ
の
除
去
費
用
等
に
対
応
す
べ
き
収
益

の
獲
得
が
予
定
さ
れ
て
い
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
当
該
除
去
費
用
等
を
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
十
四
条
の
見
出
し
を「（
通
則
法
第
四
十
八
条
第
一
項

に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
）」に
改
め

る
。第

十
五
条
の
見
出
し
を「（
通
則
法
第
四
十
八
条
第
一
項

に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
の
処
分
等

の
認
可
の
申
請
）」に
改
め
る
。

第
十
六
条
を
第
十
七
条
と
し
、
第
十
五
条
の
次
に
次
の

一
条
を
加
え
る
。

（
通
則
法
第
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定

め
る
重
要
な
財
産
）

第
十
六
条

研
究
所
に
係
る
通
則
法
第
八
条
第
三
項
に
規

定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
重
要
な
財
産
は
、
そ
の
保

有
す
る
財
産
で
あ
っ
て
、
そ
の
通
則
法
第
四
十
六
条
の

二
第
一
項
又
は
第
二
項
の
認
可
に
係
る
申
請
の
日
（
各

項
た
だ
し
書
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
財
産
の
処
分

に
関
す
る
計
画
を
定
め
た
通
則
法
第
三
十
条
第
一
項
の

中
期
計
画
の
認
可
に
係
る
申
請
の
日
）
に
お
け
る
帳
簿

価
額
（
現
金
及
び
預
金
に
あ
っ
て
は
、
申
請
の
日
に
お

け
る
そ
の
額
）
が
五
十
万
円
以
上
の
も
の
（
そ
の
性
質

上
通
則
法
第
四
十
六
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
処
分
が
不

適
当
な
も
の
を
除
く
。）そ
の
他
財
務
大
臣
が
定
め
る
財

産
と
す
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
独
立
行
政
法
人
通
則
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
二
年
十
一
月
二
十
七

日
）
か
ら
施
行
す
る
。
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